
程度となり、これらの供給先は市内の
公共施設が多くを占めている。さらに
浜松新電力では2019年度後半より家
庭向けの電力供給も開始しており、現
状の契約件数は十数件となっている。
平形氏は家庭向けの電力販売開始まで
の経緯について「市内家庭の方々のエ
ネルギー地産地消に関する意識を高め
ることは重要だが、一方で家庭向けに
も電力供給を行うにあたっては、営業
体制の充実、さらに万が一の際に対応
可能であることが一層求められるた
め、慎重に万全を期して準備を進め、
2019年度後半からのサービス開始と
なった」と語る。

　浜松新電力は、浜松市が民間企業と
共同出資する地域新電力として2015
年10月に設立された。資本金額は
6,000万円。同社は市のほかにも、民
間企業からはNTTアノードエナジー、
NECキャピタルソリューション、遠州
鉄道、須山建設、サーラエナジー、中
村建設、静岡銀行、浜松磐田信用金庫
の８社が出資を行っている。市による
出資比率は8.33％に留めており、市
が一部ながら出資を行い事業へコミッ
トするとともに、民間の活力も積極
的に活用した運営体制となっている。
設立から５年が経過したが、同社に
は現在もほかの自治体関係者などから
取り組みについて見学者が訪れること
もあり、浜松新電力の設立の経緯、ま
た設立にあたり自治体内でどのように
意見をまとめ合意形成を図ったのかと
いうことについて関心を持つ来訪者が
多いという。また「浜松新電力からほ
かの自治体のケースを見学に訪問する
ことなどもあり、その際はどのように
地域へ還元しているかについて特に関
心がある」と、浜松新電力の代表取締
役で、同社へ出資する企業の１社でも
あるNTTアノードエナジー コミュニ
ティー事業本部 サービス開発部担当
課長の平形直人氏は語る。

　浜松新電力の現在までの契約件数
は、契約電力別で特別高圧需要家につ
いては数件に留まるが、高圧需要家は
200件程度、また低圧需要家は130件

　浜松新電力の小売電気事業における
電源構成のうち、現状は40％が市内
に設置された太陽光発電由来、また２
カ所の清掃工場におけるごみ発電由来
の電力が40％を占め、残りの20％を
外部からの調達で賄っている。同社で
は、今後も地産地消型再生可能エネル
ギー電源の割合を高めていく。平形氏
は「太陽光発電は有望な電源の１つで
あり、電力需要の在り方なども見極め
ながら今後も導入を行っていく。この
ほかバイオマス発電や風力発電といっ
た電源の活用も可能性が考えられる。



このうちバイオマスは、市内でも民間
企業による50kW～100kWの小規模
で家畜排せつ物など由来のメタンガス
(バイオガス化)による発電の案件も浮
上しており、それらも活用できればと
考えている。今後さらに当社の需要家
件数を伸ばしていくうえでは、バイオ
マス発電などのように安定した電源を
確保することも求められる。また当社
では、オン・オフサイト双方の形式で
の太陽光発電PPA事業も展開を検討し
ており、地元の建設会社などと連携し
て浜松新電力らしいPPA事業としてい
きたい」とも語る。

　一方で、浜松市においても小売電
気事業者各社により、価格面も含め
た激しい競争が現在行われている。
平形氏は「需要家の方々からは、浜
松新電力への切替で現状よりも電気
料金が高くなるのは困るとご指摘を
受ける。当社は市内でアンケートを
行ったが、現状では金額を重視する
声が非常に多く、当社の掲げる再生可
能エネルギーの地産地消の理念に重き
を置いているという回答は、10％程
度にとどまることが分かった。ただこ
うした中でも、ＣＯ2フリーや地産地
消といった価値に意義を認めて頂いた
方々に当社を選んで頂いている。当社
でも電気料金をリーズナブルにして
いくことを目指しつつも、地産地消
という料金面だけではない価値によ
る差別化を行っていくとともに、身
の丈にあった成長を図る」と語る。
浜松新電力では、高圧需要家向けに
は、ＣＯ2フリーの電力による供給メ
ニューも販売している。同メニュー
は現状では供給可能量に上限がある
ものの、特別高圧の需要家向けにも
対応している。これまで契約の得ら
れた需要家には、まずは使用電力の
全量ではなく一部をＣＯ2フリー化す
る取り組みからスタートした需要家
も存在する。ＣＯ2フリーの電力を求
める需要家はとくに環境意識の高い

企業など、高圧以上の需要家が現状
では多くを占めるとも平形氏は指摘
する。

　さらに浜松新電力では、市への企業
誘致につなげることも、同社の事業の
長期的な狙いとして存在するという｡
「浜松市はモノづくりに従事している
企業も多いが、そういった企業が海外
に進出する際に、再生可能エネルギー
を使ってモノづくりをしている企業が
選ばれるという動きが、現在世界でも
見受けられる。これに対して浜松新電
力が再生可能エネルギーを比較的低廉
に需要家へ供給できるようになれば、
浜松市への企業誘致にもつながる。ま
た、新型コロナウィルスの感染拡大に
よってリモートワークも広まったが、
当社の低圧電力メニューでは「しゅふ
応援」プランも用意しており、これは
丁度在宅でリモートワークを行う方に
とってリーズナブルな料金体系のメ
ニューとなっている。市内からリモー
トで業務を行い活躍される方々が現れ
ることにつながれば良いとも考えてい
る」とも平形氏は期待を込める。

　浜松新電力では、市のエネルギービ
ジョンなど、市の政策と連携しこれに
沿った形での事業を展開していく。浜

松市では、2050年までに市域からの
ＣＯ2排出量を実質ゼロとすることを
目指す「浜松市域ＲＥ100」も宣言し
ており、再生可能エネルギーの導入・
利用拡大のほか徹底した省エネとイノ
ベーション、また森林の二酸化炭素吸
収といった施策を進める。浜松新電力
では、こうした市の目標にも合致した
事業計画の策定を行っている。浜松市
では再生可能エネルギーなどに関す
る今後の見通しや数値目標として、
2030年度時点には市内の総電力使用
量を470万MWhに抑えるとともに、
再生可能エネルギーによる市の電力自
給率は大規模水力も含めて78.7％、ま
た2050年度には使用電力量を450万
MWhに抑え、再生可能エネルギーに
よる電力自給率を101.0％とすること
も掲げている。
　市のエネルギー政策との連動のほ
か、同社では市への利益還元の取り組
みとして、卒ＦＩＴ太陽光発電を活用
した地域貢献プランも新たに開始し
た。このプランでは、買い取った卒Ｆ
ＩＴ電力の発電者への支払額と同額
を、浜松新電力が拠出して同社が浜松
市の小中学校などへ寄附・寄贈するも
ので、浜松新電力から発電者への支払
買取電力量5.0円/kWhと同額となる
5.0円/kWhを、浜松新電力から市内の
小中学校などへ寄付する。このプラン
について、浜松新電力への出資者でも
ある須山建設が採用を決定し、同プラ
ンの契約第１号となった。


